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1. 概要 

本計算書は，Ⅵ-2-11-1「波及的影響を及ぼすおそれのある下位クラス施設の耐震評価

方針」の耐震評価方針に基づき，下位クラス施設である除じん機（Ｃクラス施設）が基

準地震動Ｓｓによる地震力に対して十分な構造強度を有していることを確認すること

で，水路下流側に設置された上位クラス施設である原子炉補機海水ポンプ（以下「RSW ポ

ンプ」という。）及び高圧炉心スプレイ補機海水ポンプ（以下「HPSW ポンプ」という。）

に対して，波及的影響を及ぼさないことを説明するものである。 
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2. 一般事項 

2.1 配置概要 

除じん機は，取水槽に設置されている。除じん機は，図 2－1 の位置関係図に示すよ

うに，上位クラス施設である RSW ポンプ及び HPSW ポンプの水路上流側に設置されて

いることから，地震時に水中にあるフレーム等が損傷して脱落した場合は，RSW ポン

プ及び HPSW ポンプに対して波及的影響を及ぼすおそれがある。 

 

図 2－1 除じん機と上位クラス施設の位置関係図  

 

2.2 構造計画 

除じん機の構造計画を表 2－1 に示す。  

除じん機 

RSW ポンプ 

HPSW ポンプ 

HPSW ポンプ 
RSW ポンプ 

除じん機 

取水槽 
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表 2－1 構造計画（1/3） 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造  主体構造 

1. ハウジング＊は地

上部にあり，底部４辺

をハウジング取付ボル

トによりハウジングベ

ースを介して取水槽に

固定されている。  

鋼製溶接構造（鋼板，

形鋼） 

注記＊：損傷の際に水路部へ落下する構造ではないため，波及的影響の評価対象外とする。  

尾軸  

フレーム

水流  

ハウジング取付ボルト

尾軸取付ボルト  

フレーム耐震ピン
アジャストボルト

フレーム耐震
サポート

ハウジング

フレーム

ハウジングベース

フレーム取付ボルト

単位：mm 
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表 2－1 構造計画（2/3） 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造  主体構造 

2. フレームは水路部

にあり，上部をフレー

ム取付ボルトによりハ

ウジングベースを介し

て取水槽に，中間部を

フレーム耐震サポート

により取水槽壁に，底

部をフレーム耐震ピン

（水平方向支持）及び

アジャストボルト（鉛

直方向支持）により取

水槽に 固定されてい

る。 

3. 尾軸は尾軸取付ボ

ルトによりフレームに

固定されている。  

A 部 

取水槽 

フレーム
取付ボルト 

本(片側 本)/1 台 

B’-(B’’-) 

フレーム

ハウジング

ハウジング
取付ボルト

ハウジングベース

D
アジャストボルト
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表 2－1 構造計画（3/3） 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造  主体構造 

C 部 

尾軸取付ボルト  

尾軸 

D 部 

E 

尾軸受 

E 部 

尾軸取付ボルト 
本(片側 本)/1 台 

尾軸 

フレーム
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2.3 評価方針 

除じん機の応力評価は，Ⅵ-2-11-1「波及的影響を及ぼすおそれのある下位クラス施

設の耐震評価方針」にて設定した荷重及び荷重の組合せ並びに許容限界に基づき，「2.2 

構造計画」にて示す除じん機の部位を踏まえ「3. 評価部位」にて設定する箇所にお

いて，「4.3 解析モデル及び諸元」及び「4.4 固有周期」にて算出した固有周期に基

づく設計用地震力による応力等が許容限界内に収まることを，「4. 構造強度評価」に

て示す方法にて確認することで実施する。確認結果を「5. 評価結果」に示す。 

除じん機の耐震評価フローを図 2－2 に示す。 

図 2－2 除じん機の耐震評価フロー 

設計用地震力  

解析モデル設定  

固有値解析  

地震時における応力  

除じん機の構造強度評価  
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2.4 適用規格・基準等 

本評価において適用する規格・基準等を以下に示す。 

・原子力発電所耐震設計技術指針 重要度分類・許容応力編 ＪＥＡＧ４６０１・

補-1984（（社）日本電気協会） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1987（（社）日本電気協会） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1991 追補版（（社）日本電

気協会） 

・発電用原子力設備規格 設計・建設規格（（社）日本機械学会，2005/2007）（以下

「設計・建設規格」という。） 
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2.5 記号の説明 

記号 記号の説明 単位 

Ａａｂ 

Ａｃ 

Ａｈｂ 

Ａｉ 

Ｂ 

ＣＨ（ＥＷ） 

ＣＨ（ＮＳ） 

ＣＶ 

Ｄ 

ｄｏｉ 

Ｅ 

Ｆ 

Ｆａ 

Ｆａｃ 

Ｆａｄ 

Ｆａｔ 

Ｆａｗ 

Ｆｈ 

Ｆｈｃ 

Ｆｈｔ 

Ｆｈｗ 

Ｆｖ 

Ｆｖｃ 

Ｆｖｔ 

Ｆｖｗ 

Ｆｗ 

fｂｍ  

fｃｍ 

ƒｓｂ 

ƒｓｍ 

Ｈ 

Ｉｐ 

Ｉｙ 

Ｉｚ 

Ｊ 

ｉ 

フレーム耐震サポート断面積（水流方向） 

フレーム耐震ピンの断面積 

フレーム耐震サポート断面積（水流直角方向） 

ボルトの有効断面積＊1 

フレーム耐震サポート巾 

水流直角方向設計震度 

水流方向設計震度 

鉛直方向設計震度 

フレーム耐震ピン径 

ボルトの有効径＊1 

縦弾性係数 

設計・建設規格 SSB-3121.3又はSSB-3133に定める値 

付加質量による荷重（水流方向） 

付加質量による地震時荷重（水流方向） 

水圧荷重（水流方向） 

地震時における全荷重（水流方向） 

自重による地震時荷重（水流方向） 

付加質量による荷重（水流直角方向） 

付加質量による地震時荷重（水流直角方向） 

地震時における全荷重（水流直角方向） 

自重による地震時荷重（水流直角方向） 

付加質量による荷重（鉛直方向） 

付加質量による地震時荷重（鉛直方向） 

地震時における全荷重（鉛直方向） 

自重による地震時荷重（鉛直方向） 

フレーム荷重 

許容曲げ応力 

許容圧縮応力 

せん断力のみを受けるボルトの許容せん断応力  

許容せん断応力 

フレーム耐震サポート高さ 

断面二次極モーメント 

断面二次モーメント 

断面二次モーメント 

ねじり定数 

断面二次半径 

mm2 

mm2 

mm2 

mm2 

mm 

― 

― 

― 

mm 

mm 

MPa 

MPa 

N 

N 

N 

N 

N 

N 

N 

N 

N 

N 

N 

N 

N 

N 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

mm 

mm4 

mm4 

mm4 

mm4 

mm 

＊
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記号 記号の説明 単位 

Ｌ 

Ｌｃ 

ｌｋ 

Ｍａ  

Ｍｈ 

ｎｂ 

ｎｃ 

ｎｉ 

Ｓｕ 

Ｓｙ 

Ｓｙ(ＲＴ) 

 

Ｚ 

Λ 

λ 

ν 

ν′ 

π 

σａｂ 

σａｂｓ 

σｈｂ 

σｈｂｓ 

σｖｃ 

τａｋ 

τｂｋ 

τｈｋ 

τｖｋ 

フレーム耐震サポート長さ 

フレーム耐震ピン長さ 

部材長さ 

曲げモーメント（水流方向） 

曲げモーメント（水流直角方向） 

フレーム耐震サポート数 

フレーム耐震ピン数 

ボルトの本数＊1 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表9に定める値 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表8に定める値 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表8に定める材

料の40℃における値 

断面係数 

限界細長比 

有効細長比 

ポアソン比 

座屈に対する安全率 

円周率 

フレーム耐震ピンに生じる曲げ応力（水流方向） 

フレーム耐震ピンに生じる組合せ応力（水流方向） 

フレーム耐震ピンに生じる曲げ応力（水流直角方向） 

フレーム耐震ピンに生じる組合せ応力（水流直角方向） 

アジャストボルトに生じる圧縮応力（鉛直方向） 

部材に生じる水流方向せん断応力＊2 

部材に生じる合成せん断応力＊2 

部材に生じる水流直角方向せん断応力＊2 

部材に生じる鉛直方向せん断応力＊2 

mm 

mm 

mm 

N･mm 

N･mm 

― 

― 

― 

MPa 

MPa 

MPa 

 

mm3 

― 

― 

― 

― 

― 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

注記＊1：Ａｉ，ｄｏｉ，ｎｉの添字ｉの意味は，以下のとおりとする。 

ｉ = 1：フレーム取付ボルト 

ｉ = 2：アジャストボルト 

ｉ = 3：尾軸取付ボルト 

＊2：τａｋ，τｂｋ，τｈｋ，τｖｋの添字ｋの意味は，以下のとおりとする。 

ｋ = 1：フレーム取付ボルト 

ｋ = 2：フレーム耐震サポート 

ｋ = 3：フレーム耐震ピン 

ｋ = 4：尾軸取付ボルト 
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2.6 計算精度と数値の丸め方 

精度は，有効数字 6 桁以上を確保する。 

表示する数値の丸め方は，表 2－2 に示すとおりである。 

 

表 2－2 表示する数値の丸め方 

数値の種類 単位 処理桁 処理方法 表示桁 

固有周期 ｓ 小数点以下第 4 位 四捨五入 小数点以下第 3 位 

震度 ― 小数点以下第 3 位 切上げ 小数点以下第 2 位 

温度 ℃ ― ― 整数位 

質量 kg ― ― 整数位＊1 

長さ 
下記以外の長さ mm ― ― 整数位＊1 

部材断面寸法 mm 小数点以下第 2 位＊2 四捨五入 小数点以下第 1 位＊3 

面積 mm2 有効数字 5 桁目 四捨五入 有効数字 4 桁＊4 

モーメント N･mm 有効数字 5 桁目 四捨五入 有効数字 4 桁＊4 

力 N 有効数字 5 桁目 四捨五入 有効数字 4 桁＊4 

縦弾性係数 MPa 有効数字 4 桁目 四捨五入 有効数字 3 桁 

算出応力 MPa 小数点以下第 1 位 切上げ 整数位 

許容応力＊5 MPa 小数点以下第 1 位 切捨て 整数位 

注記＊1：設計上定める値が小数点以下第 1 位の場合は，小数点以下第 1 位表示とする。 

＊2：設計上定める値が小数点以下第 3 位の場合は，小数点以下第 3 位表示とする。 

＊3：設計上定める値が小数点以下第 2 位の場合は，小数点以下第 2 位表示とする。 

＊4：絶対値が 1000 以上のときは，べき数表示とする。 

＊5：設計・建設規格 付録材料図表に記載された温度の中間における引張強さ及び

降伏点は，比例法により補間した値の小数点以下第 1 位を切り捨て，整数位ま

での値とする。 
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3. 評価部位 

除じん機の耐震評価は，「4.1 構造強度評価方法」に示す条件に基づき，波及的影響

を及ぼすおそれのあるフレームに対し，耐震評価上厳しくなるフレーム取付ボルト，フ

レーム耐震サポート，フレーム耐震ピン，アジャストボルト，尾軸取付ボルトについて

実施する。除じん機の耐震評価部位については，表 2－1 の概略構造図に示す。 

 

4. 構造強度評価 

4.1 構造強度評価方法 

(1) 除じん機は，フレームを取水槽にフレーム取付ボルト，フレーム耐震サポート，

フレーム耐震ピン及びアジャストボルトにより固定する。 

(2) 地震力は，除じん機に対して，水平方向(水流(Ｘ)方向，水流直角(Ｚ)方向)及び

鉛直方向(鉛直(Ｙ)方向)から個別に作用させる。 

また，水平方向(水流(Ｘ)方向)及び鉛直方向(鉛直(Ｙ)方向)の動的地震力による

荷重の組合せには，ＳＲＳＳ法を適用する。 

(3) 除じん機の質量には，除じん機自身の質量のほか，付加質量＊を考慮する。 

(4) フレーム取付ボルトは，水流(Ｘ)方向と鉛直(Ｙ)方向の荷重を支持する構造とす

る。 

(5) フレーム耐震サポートは，水流(Ｘ)方向及び水流直角(Ｚ)方向の荷重を支持する

構造とする。 

(6) フレーム底部は，フレーム耐震ピンで水流(Ｘ)方向及び水流直角(Ｚ)方向の荷重

を支持し，アジャストボルトで鉛直(Ｙ)方向の荷重を支持する構造とする。 

(7) 耐震計算に用いる寸法は，公称値を使用する。 

注記＊：付加質量とは，機器が流体中で加速度を受けた場合に質量が増加したような効

果を模擬した，機器の形状により定まる仮想質量をいう。 
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4.2 荷重の組合せ及び許容応力 

4.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

除じん機の荷重の組合せ及び許容応力状態のうち設計基準対象施設の評価に用

いるものを表 4－1に，重大事故等対処設備の評価に用いるものを表 4－2に示す。 

 

4.2.2 許容応力 

除じん機の許容応力は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づき表 4－3 に示

す。 

 

4.2.3 使用材料の許容応力評価条件 

除じん機の使用材料の許容応力評価条件のうち設計基準対象施設の評価に用い

るものを表 4－4 に，重大事故等対処設備の評価に用いるものを表 4－5 に示す。 
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表 4－1 荷重の組合せ及び許容応力状態（設計基準対象施設） 

施設区分 機器名称 
耐震設計上の 

重要度分類 
機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

その他 除じん機 Ｃ ―＊ Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ⅣＡＳ 

注記＊：その他の支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力を適用する。 

 

 

表 4－2 荷重の組合せ及び許容応力状態（重大事故等対処設備） 

施設区分 機器名称 設備分類 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

その他 除じん機 ― ―＊ Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ 

ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとしてⅣＡＳの

許容限界を用いる。） 

注記＊：その他の支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力を適用する。 
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表 4－3 許容応力（その他の支持構造物） 

許容応力状態 

許容限界＊1，＊2 

（ボルト以外） 

許容限界＊1，＊2 

（ボルト等） 

一次応力 一次応力 

引張 せん断 圧縮 曲げ 引張 せん断 

ⅣＡＳ 

1.5・ｆｔ 1.5・ｆs 1.5・ｆc 1.5・ｆb 1.5・ｆｔ 1.5・ｆｓ ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとしてⅣＡＳの

許容限界を用いる。） 

注記＊1：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

＊2：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を省略する。 

 

  

＊
 

＊
 

＊
 

＊
 

＊
 

＊
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表 4－4 使用材料の許容応力評価条件（設計基準対象施設） 

評価部材 材料 
温度条件 

(℃) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｓｙ(ＲＴ) 

(MPa) 

フレーム取付ボルト SUS304 周囲環境温度 40 205 520 205 

フレーム耐震サポート SUS304 周囲環境温度 40 205 520 205 

フレーム耐震ピン SUS304 周囲環境温度 40 205 520 205 

尾軸取付ボルト SUS304 周囲環境温度 40 205 520 205 

 

 

表 4－5 使用材料の許容応力評価条件（重大事故等対処設備） 

評価部材 材料 
温度条件 

(℃) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｓｙ(ＲＴ) 

(MPa) 

フレーム取付ボルト SUS304 周囲環境温度 40 205 520 205 

フレーム耐震サポート SUS304 周囲環境温度 40 205 520 205 

フレーム耐震ピン SUS304 周囲環境温度 40 205 520 205 

尾軸取付ボルト SUS304 周囲環境温度 40 205 520 205 
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4.3 解析モデル及び諸元 

除じん機の解析モデルを図 4－1，断面番号を図 4－2，フレームの断面データを表 4

－6，フレームの断面形状を図 4－3 に示す。 

解析モデルの概要を以下に示す。なお，図中のＸは水流方向，Ｙは鉛直方向，Ｚは

水流直角方向を示す。また，機器の諸元を本計算書の【除じん機の耐震性についての

計算結果】のその他の機器要目に示す。 

(1) 除じん機のフレームをはり要素でモデル化した三次元ＦＥＭモデルを用いる。 

(2) 拘束条件は，フレーム上部の取付部で，水流(Ｘ)方向，鉛直(Ｙ)方向，水流直角

(Ｚ)方向を並進・回転固定，フレーム中間部のフレーム耐震サポート点で，水流

(Ｘ)方向，水流直角(Ｚ)方向を並進固定・回転自由，鉛直(Ｙ)方向を並進・回転

自由，フレーム底部のフレーム耐震ピン位置で，水流(Ｘ)方向，鉛直(Ｙ)方向，

水流直角(Ｚ)方向を並進固定・回転自由とする。 

(3) 除じん機の質量は，除じん機自身の質量及び付加質量を考慮し，付加質量は，フ

レームの全体にわたって与える。 

(4) 解析コードは，「ＭＳＣ．ＮＡＳＴＲＡＮ２０１２ｒ２」を使用し，固有値を求め

る。なお，評価に用いる解析コードの検証及び妥当性確認等の概要については，

Ⅵ-5「計算機プログラム（解析コード）の概要」に示す。 
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図 4－1 解析モデル 

（Ｘ：水流方向，Ｙ：鉛直方向，Ｚ：水流直角方向を示す。） 

図 4－2 断面番号 

0

1

1

1

1

8

1

8
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表 4－6 フレームの断面データ 

断面 

番号 

断面積 

(mm2) 

断面二次モーメント(mm4) ねじり定数(mm4)Ｊ 

断面二次極モーメント(mm4)Ｉｐ＊ Ｉｙ Ｉz 

1 

2 

3 

4 

5 

6 

7 

8 

9 

10 

注記＊：断面番号 9 は，断面二次極モーメントの値を示す。 
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図 4－3 フレームの断面形状(1/3) 

断面番号 1 

断面番号 2 

断面番号 3 単位：mm 
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図 4－3 フレームの断面形状(2/3) 

断面番号 4 

断面番号 5 

断面番号 6 断面番号 7 

単位：mm 
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図 4－3 フレームの断面形状(3/3) 

断面番号 8 断面番号 9 

断面番号 10 

単位：mm 
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4.4 固有周期 

固有周期解析の結果を表 4－7 に示す。固有周期は，0.05 秒以下であり，剛構造で

あることを確認した。また，１次の振動モード図を図 4－4 に示す。 

表 4－7 固有値解析結果 

モード 卓越方向 
固有周期

(s) 

水平方向刺激係数 鉛直方向 

刺激係数 水流方向 水流直角方向 

1 次 水平 ― ― ― 

図 4－4 振動モード（1 次） 
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4.5 設計用地震力 

耐震評価に用いる設計用地震力を表 4－8 及び表 4－9 に示す。 

「基準地震動Ｓｓ」による地震力は，Ⅵ-2-1-7「設計用床応答スペクトルの作成

方針」に基づき設定する。 

表 4－8 設計用地震力（設計基準対象施設） 

据付場所 
及び 

床面高さ 
（m） 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ 
又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

水平 

方向 

鉛直 

方向 

水平方向 

設計震度 

（水流 

方向） 

水平方向 

設計震度 

（水流直

角方向） 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

（水流 

方向） 

水平方向 

設計震度 

（水流直角

方向） 

鉛直方向 

設計震度 

取水槽エリア 

（スクリーン室）
EL 4.0m＊1

0.05
以下 

― ― ― 
ＣＨ（ＮＳ）

＝3.30＊2

ＣＨ（ＥＷ）

＝2.07＊2

ＣＶ＝ 

1.92＊2 

注記＊1：基準床レベルを示す。  

＊2：設計用震度Ⅱ（基準地震動Ｓｓ）を上回る設計震度 

表 4－9 設計用地震力（重大事故等対処設備） 

据付場所 
及び 

床面高さ 
（m） 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ 
又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

水平 

方向 

鉛直 

方向 

水平方向 

設計震度 

（水流 

方向） 

水平方向 

設計震度 

（水流直

角方向） 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

（水流 

方向） 

水平方向 

設計震度 

（水流直角

方向） 

鉛直方向 

設計震度 

取水槽エリア 

（スクリーン室）
EL 4.0m＊1

0.05
以下 

― ― ― 
ＣＨ（ＮＳ）

＝3.30＊2

ＣＨ（ＥＷ）

＝2.07＊2

ＣＶ＝ 

1.92＊2 

注記＊1：基準床レベルを示す。  

＊2：設計用震度Ⅱ（基準地震動Ｓｓ）を上回る設計震度 
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4.6 計算方法 

4.6.1 応力の計算方法 

フレーム取付ボルト，フレーム耐震サポート及びフレーム耐震ピンの水流方向

の全荷重Ｆａｔ，水流直角方向の全荷重Ｆｈｔ，鉛直方向の全荷重Ｆｖｔの負担割

合を図 4－5 に示す。 

図 4－5 フレーム各支持点での荷重負担 

4.6.1.1 フレーム取付ボルトの計算方法  

①せん断応力１－水流方向

τａ１=
Ｆａｔ

Ａ１×ｎ１
・・・・・・・・・・・・・・・・・（4.6.1.1.1）

ここで，フレーム取付ボルト有効断面積Ａ１及び水流方向の地震時にお

ける全荷重Ｆａｔは以下の式で算出される。 

Ａ１=
π×ｄｏ１

2

4
・・・・・・・・・・・・・・・・・・（4.6.1.1.2）

Ｆａｔ=Ｆａｗ+Ｆａｃ ・・・・・・・・・・・・・・・・（4.6.1.1.3） 

また，水流方向の自重による地震時荷重Ｆａｗ及び水流方向の付加質量に

よる地震時荷重Ｆａｃは以下の式で算出される。 
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Ｆａｗ=Ｆｗ×ＣＨ(ＮＳ) ・・・・・・・・・・・・・・・（4.6.1.1.4） 

Ｆａｃ=Ｆａ×ＣＨ(ＮＳ) ・・・・・・・・・・・・・・・（4.6.1.1.5） 

②せん断応力2－鉛直方向

τｖ１=
 Ｆｖｔ

Ａ１×ｎ１
・・・・・・・・・・・・・・・・・（4.6.1.1.6）

ここで，鉛直方向の地震時における全荷重Ｆｖｔは以下の式で算出される。 

Ｆｖｔ=Ｆｖｗ+Ｆｖｃ ・・・・・・・・・・・・・・・・（4.6.1.1.7） 

また，鉛直方向の自重による地震時荷重Ｆｖｗ及び鉛直方向の付加質量に

よる地震時荷重Ｆｖｃは以下の式で算出される。 

Ｆｖｗ=Ｆｗ×ＣＶ+Ｆｗ ・・・・・・・・・・・・・・・（4.6.1.1.8） 

Ｆｖｃ=Ｆｖ×ＣＶ ・・・・・・・・・・・・・・・・・（4.6.1.1.9） 

③せん断応力合成

τｂ１=√τａ１
2
+τｖ１

2
 ・・・・・・・・・・・・・・・（4.6.1.1.10）
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4.6.1.2 フレーム耐震サポ―トの計算方法 

フレーム耐震サポートの評価は，構造が同じなため，荷重が大きい上側の

計算を実施する。 

①せん断応力１－水流方向

τａ２=
Ｆａｔ

Ａａｂ×ｎｂ
・・・・・・・・・・・・・・・・（4.6.1.2.1）

ここで，フレーム耐震サポート断面積Ａａｂ及び水流方向の地震時におけ

る全荷重Ｆａｔは以下の式で算出される。 

Ａａｂ=Ｂ×Ｌ ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・（4.6.1.2.2） 

Ｆａｔ=Ｆａｗ+Ｆａｃ ・・・・・・・・・・・・・・・・（4.6.1.2.3） 

また，水流方向の自重による地震時荷重Ｆａｗ及び水流方向の付加質量に

よる地震時荷重Ｆａｃは以下の式で算出される。 

Ｆａｗ=Ｆｗ×ＣＨ(ＮＳ) ・・・・・・・・・・・・・・・（4.6.1.2.4） 

Ｆａｃ=Ｆａ×ＣＨ(ＮＳ) ・・・・・・・・・・・・・・・（4.6.1.2.5） 

②せん断応力2－水流直角方向

τｈ２=
Ｆｈｔ

Ａｈｂ×ｎｂ
・・・・・・・・・・・・・・・・（4.6.1.2.6）

ここで，フレーム耐震サポート断面積Ａｈｂ，水流直角方向の地震時にお

ける全荷重Ｆｈｔは以下の式で算出される。 

Ａｈｂ=Ｂ×Ｈ ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・（4.6.1.2.7） 

Ｆｈｔ=Ｆｈｗ+Ｆｈｃ ・・・・・・・・・・・・・・・・（4.6.1.2.8） 

また，水流直角方向の自重による地震時荷重Ｆｈｗ及び水流直角方向の付

加質量による地震時荷重Ｆｈｃは以下の式で算出される。 

Ｆｈｗ=Ｆｗ×ＣＨ(ＥＷ) ・・・・・・・・・・・・・・・（4.6.1.2.9） 

Ｆｈｃ=Ｆｈ×ＣＨ(ＥＷ) ・・・・・・・・・・・・・・・（4.6.1.2.10） 
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4.6.1.3 フレーム耐震ピンの計算方法 

①せん断応力１－水流方向

τａ３=
Ｆａｔ

Ａｃ×ｎｃ
・・・・・・・・・・・・・・・・・（4.6.1.3.1）

ここで，フレーム耐震ピン断面積Ａｃ及び水流方向の地震時における全

荷重Ｆａｔは以下の式で算出される。 

Ａｃ=
π×Ｄ

2

4
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・（4.6.1.3.2）

Ｆａｔ=Ｆａｗ+Ｆａｃ ・・・・・・・・・・・・・・・・（4.6.1.3.3） 

また，水流方向の自重による地震時荷重Ｆａｗ及び水流方向の付加質量

による地震時荷重Ｆａｃは以下の式で算出される。 

Ｆａｗ=Ｆｗ×ＣＨ(ＮＳ) ・・・・・・・・・・・・・・・（4.6.1.3.4）

Ｆａｃ=Ｆａ×ＣＨ(ＮＳ) ・・・・・・・・・・・・・・・（4.6.1.3.5）

②せん断応力2－水流直角方向

τｈ３=
Ｆｈｔ

Ａｃ×ｎｃ
・・・・・・・・・・・・・・・・・（4.6.1.3.6）

ここで，フレーム耐震ピン断面積Ａｃ及び水流直角方向の地震時におけ

る全荷重Ｆｈｔは以下の式で算出される。 

Ａｃ=
π×Ｄ

2

4
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・（4.6.1.3.7）

Ｆｈｔ=Ｆｈｗ+Ｆｈｃ ・・・・・・・・・・・・・・・・（4.6.1.3.8） 

また，水流直角方向の自重による地震時荷重Ｆｈｗ及び水流直角方向の

付加質量による地震時荷重Ｆｈｃは以下の式で算出される。 

Ｆｈｗ=Ｆｗ×ＣＨ(ＥＷ) ・・・・・・・・・・・・・・・（4.6.1.3.9） 
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Ｆｈｃ=Ｆｈ×ＣＨ(ＥＷ) ・・・・・・・・・・・・・・・（4.6.1.3.10） 

③曲げによる引張応力１－水流方向

σａｂ=
Ｍａ

Ｚ
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・（4.6.1.3.11）

ここで，曲げモーメントＭａ及び断面係数Ｚは次式で計算される。 

Ｍａ=
Ｆａｔ

ｎｃ
×Ｌｃ ・・・・・・・・・・・・・・・（4.6.1.3.12） 

Ｚ=
π×Ｄ

3

32
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・（4.6.1.3.13）

④曲げによる引張応力2－水流直角方向

σｈｂ=
Ｍｈ

Ｚ
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・（4.6.1.3.14）

ここで，曲げモーメントＭｈ及び断面係数Ｚは次式で計算される。 

Ｍｈ=
Ｆｈｔ

ｎｃ
×Ｌｃ ・・・・・・・・・・・・・・・（4.6.1.3.15） 

Ｚ=
π×Ｄ

3

32
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・（4.6.1.3.16）

⑤組合せ応力1－水流方向

σａｂｓ=√σａｂ
2
＋3・τａ３

2
・・・・・・・・・・・・・（4.6.1.3.17） 

⑥組合せ応力2－水流直角方向

σｈｂｓ=√σｈｂ
2
＋3・τｈ３

2
・・・・・・・・・・・・・（4.6.1.3.18） 
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4.6.1.4 アジャストボルトの計算方法 

①圧縮応力－鉛直方向

σｖｃ=
Ｆｖｔ

Ａ２×ｎ２
・・・・・・・・・・・・・・・・・（4.6.1.3.17）

アジャストボルト有効断面積Ａ２，鉛直方向の地震時における全荷重

Ｆｖｔは以下の式で算出される。 

Ａ２=
π×ｄｏ２

2

4
・・・・・・・・・・・・・・・・・（4.6.1.3.18）

Ｆｖｔ=Ｆｖｗ+Ｆｖｃ ・・・・・・・・・・・・・・・・（4.6.1.3.19） 

また，鉛直方向の自重による地震時荷重Ｆｖｗ及び鉛直方向の付加質量

による地震時荷重Ｆｖｃは以下の式で算出される。 

Ｆｖｗ=Ｆｗ×ＣＶ+Ｆｗ ・・・・・・・・・・・・・・・（4.6.1.3.20） 

Ｆｖｃ=Ｆｖ×ＣＶ ・・・・・・・・・・・・・・・・・（4.6.1.3.21） 
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4.6.1.5 尾軸取付ボルトの計算方法 

①せん断応力１－水流方向

τａ４=
Ｆａｔ

Ａ３×ｎ３
・・・・・・・・・・・・・・・・・（4.6.1.4.1）

ここで，尾軸取付ボルト有効断面積Ａ３及び水流方向の地震時における

全荷重Ｆａｔは以下の式で算出される。 

Ａ３=
π×ｄｏ３

2

4
・・・・・・・・・・・・・・・・・（4.6.1.4.2）

Ｆａｔ=Ｆａｗ+Ｆａｃ+Ｆａｄ ・・・・・・・・・・・・・（4.6.1.4.3） 

また，水流方向の自重による地震時荷重Ｆａｗ及び水流方向の付加質量

による地震時荷重Ｆａｃは以下の式で算出される。 

Ｆａｗ=Ｆｗ×ＣＨ(ＮＳ) ・・・・・・・・・・・・・・・（4.6.1.4.4） 

Ｆａｃ=Ｆａ×ＣＨ(ＮＳ) ・・・・・・・・・・・・・・・（4.6.1.4.5） 

②せん断応力2－鉛直方向

τｖ４=
Ｆｖｔ

Ａ３×ｎ３
・・・・・・・・・・・・・・・・・（4.6.1.4.6）

ここで，尾軸取付ボルト有効断面積Ａ３及び鉛直方向の地震時における

全荷重Ｆｖｔは以下の式で算出される。 

Ａ３=
π×ｄｏ３

2

4
・・・・・・・・・・・・・・・・・（4.6.1.4.7）

Ｆｖｔ=Ｆｖｗ+Ｆｖｃ ・・・・・・・・・・・・・・・・（4.6.1.4.8） 

また，鉛直方向の自重による地震時荷重Ｆｖｗ及び鉛直方向の付加質量

による地震時荷重Ｆｖｃは以下の式で算出される 

Ｆｖｗ=Ｆｗ×ＣＶ+Ｆｗ ・・・・・・・・・・・・・・・（4.6.1.4.9） 
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Ｆｖｃ=Ｆｖ×ＣＶ ・・・・・・・・・・・・・・・・・（4.6.1.4.10） 

③せん断応力合成

τｂ４=√τａ４
2
+τｖ４

2
 ・・・・・・・・・・・・・・・（4.6.1.4.11）
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4.7 計算条件 

応力解析に用いる自重（除じん機）及び荷重（地震荷重）は，本計算書の【除じ

ん機の耐震性についての計算結果】の設計条件及び機器要目に示す。 

4.8 応力の評価 

4.8.1 部材の応力評価 

4.6 項で求めた各応力が下表で定めた許容応力以下であること。ただし，組合

せ応力が許容曲げ応力 fｂｍ以下であること。  

基準地震動Ｓｓによる  

荷重との組合せの場合  

許容圧縮応力  

fｃｍ  
・1.5

ν

Ｆ
・

Λ

λ
0.4・1

2























許容せん断応力  

fｓｍ  

許容曲げ応力  

fｂｍ  
・1.5

1.5

Ｆ

ただし， 

･･･････････････････････････････････････････････ (4.8.1.1) 

基準地震動Ｓｓによる荷重との組合せの場合  

0.6・Ｆ

・Ｅπ
Λ＝

2

･･････････････････････････････････････････ (4.8.1.3) 

･･･････････････････････････････････････ (4.8.1.4) 

とする。 

・1.5
31.5・

Ｆ

i

k
＝λ



2

Λ

λ
・
3

2
ν＝1.5 










＊

′  

＊

＊

′  

＊
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4.8.2 ボルトの応力評価 

せん断応力τａｋ，τｂｋ，τｈｋ，τｖｋは，せん断力のみを受けるボルトの許容

せん断応力 ƒｓｂ以下であること。ただし，ƒｓｂは下表による。 

基準地震動Ｓｓによる 

荷重との組合せの場合  

許容せん断応力  

ƒｓｂ 

 Ｆ  

1.5・ 3
・1.5

＊



34 

S2
 補

 Ⅵ
-2
-1
1
-2
-7
-1
5 
R0
 

5. 評価結果

5.1 設計基準対象施設としての評価結果 

除じん機の設計基準対象施設としての耐震評価結果を以下に示す。発生値は許容限

界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度を有していることを確認し

た。 

(1) 構造強度評価結果

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。

5.2 重大事故等対処設備としての評価結果 

除じん機の重大事故等対処設備としての耐震評価結果を以下に示す。発生値は許容

限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度を有していることを確認

した。 

(1) 構造強度評価結果

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。
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【除じん機の耐震性についての計算結果】 

1. 設計基準対象施設

1.1 設計条件 

機器名称 
耐震設計上の 

重要度分類 

据付場所及び 
床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

周囲環境温度 

(℃) 
水平方向 鉛直方向 

水平方向 

設計震度 

（水流方向） 

水平方向 

設計震度 

（水流直角方向） 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

（水流方向） 

水平方向 

設計震度 

（水流直角方向） 

鉛直方向 

設計震度 

除じん機 Ｃ 

取水槽エリア 

（スクリーン室）

EL 4.0＊1

0.05 以下 ― ― ― ＣＨ（ＮＳ）＝3.30＊2 ＣＨ（ＥＷ）＝2.07＊2 ＣＶ＝1.92＊2 40 

1.2 機器要目 

部材 材質 
ｄｏｉ 

(mm) 

Ａｉ 

(mm2) 
ｎｉ 

Ｓｙ

(MPa) 

Ｓｕ

(MPa) 
Ｆ 

(MPa) 

フレーム取付ボルト SUS304 205 520 205 

部材 材質 
Ｂ 
(mm) 

Ｌ 
(mm) 

Ｈ 
(mm) 

Ａａｂ 
(mm2) 

Ａｈｂ 
(mm2) 

ｎｂ 
Ｓｙ

(MPa) 
Ｓｕ

(MPa) 
Ｆ 

(MPa) 

フレーム耐震サポート SUS304 205 520 205 

部材 材質 
Ｄ 

(mm) 

Ａｃ 

(mm2) 
ｎｃ 

Ｌｃ 

(mm) 

Ｓｙ

(MPa) 

Ｓｕ

(MPa) 
Ｆ 

(MPa) 

フレーム耐震ピン SUS304 205 520 205 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：設計用震度Ⅱ（基準地震動Ｓｓ）を上回る設計震度 

＊

＊

＊
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部材 材質 
ｄｏｉ 

(mm) 

Ａｉ 

(mm2) 
ｎｉ 

ｉ 

(mm) 

ｌｋ 

(mm) 

Ｅ 

(MPa) 

Ｓｙ

(MPa) 

Ｓｕ

(MPa) 
Ｆ 

(MPa) 

アジャストボルト SUS304 194000 205 520 205 

部材 材質 
ｄｏｉ 

(mm) 

Ａｉ 

(mm2) 
ｎｉ 

Ｓｙ

(MPa) 
Ｓｕ

(MPa) 
Ｆ 

(MPa) 

尾軸取付ボルト SUS304 205 520 205 

(単位：N) 

荷重 

水流（Ｘ）方向 鉛直（Ｙ）方向 水流直角（Ｚ）方向 

フレーム荷重（Ｆｗ）

付加荷重（Ｆａ，Ｆｖ，Ｆｈ） 

＊

＊
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1.3 計算数値 

1.3.1 地震荷重 (単位：N) 

部材 荷重 地震荷重 

フレーム取付ボルト

せん断 

(水流方向) 
5.313×105 

せん断 

(鉛直方向) 
2.701×105 

フレーム耐震サポート

せん断 

(水流方向) 
5.313×105 

せん断 

(水流直角方向) 
4.351×105 

フレーム耐震ピン

せん断 

(水流方向) 
5.313×105 

せん断 

(水流直角方向) 
4.351×105 

曲げ 

(水流方向) 
5.313×105 

曲げ 

(水流直角方向) 
4.351×105 

アジャストボルト
圧縮 

（鉛直） 
2.701×105 

尾軸取付ボルト 

せん断 

(水流方向) 
1.022×105 

せん断 
(鉛直方向) 

2.709×104 

1.3.2 水圧荷重 (単位：N) 

部材 荷重 

水圧荷重 

水流（Ｘ）方向 鉛直（Ｙ）方向 水流直角（Ｚ）方向 

尾軸取付ボルト フレーム水圧
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1.4 結論 

1.4.1 固有周期 (単位：s) 

方向 固有周期 

水平方向 

鉛直方向 0.05 以下 

1.4.2 応力  (単位：MPa) 

部材 材料 応力 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

フレーム取付ボルト SUS304 せん断 ― ― τｂｋ＝39 ƒｓｂ＝118 

フレーム耐震
サポート

SUS304 せん断 ― ― τａｋ＝77 ƒｓｂ＝118 

フレーム耐震ピン SUS304 

せん断 ― ― τａｋ＝13 ƒｓｂ＝118 

曲げ ― ― σａｂ＝90 ƒｂｍ＝205 

組合せ ― ― σａｂｓ＝92 ƒｂｍ＝205 

アジャストボルト SUS304 圧縮 ― ― σｖｃ＝39 ƒｃｍ＝204 

尾軸取付ボルト SUS304 せん断 ― ― τｂｋ＝36 ƒｓｂ＝118 

すべて許容応力以下である。 
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1.5 その他の機器要目 

フレーム要素

要素数 

節点数 

フレーム材料物性

材質 
使用温度 

(℃) 

Ｅ 

（MPa） 
ν 

Ｓｙ

(MPa) 

Ｓｕ

(MPa) 

SS400 40℃以下 202000 0.30 245 400 

SUS304 40℃以下 194000 0.30 205 520 
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2. 重大事故等対処設備

2.1 設計条件 

機器名称 設備分類 
据付場所及び 
床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

周囲環境温度 

(℃) 
水平方向 鉛直方向 

水平方向 

設計震度 

（水流方向） 

水平方向 

設計震度 

（水流直角方向） 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

（水流方向） 

水平方向 

設計震度 

（水流直角方向） 

鉛直方向 

設計震度 

除じん機 ― 

取水槽エリア 

（スクリーン室）

EL 4.0＊1

0.05 以下 ― ― ― ＣＨ（ＮＳ）＝3.30＊2 ＣＨ（ＥＷ）＝2.07＊2 ＣＶ＝1.92＊2 40 

2.2 機器要目 

部材 材質 
ｄｏｉ 

(mm) 

Ａｉ 

(mm2) 
ｎｉ 

Ｓｙ

(MPa) 

Ｓｕ

(MPa) 
Ｆ

(MPa) 

フレーム取付ボルト SUS304 205 520 205 

部材 材質 
Ｂ 
(mm) 

Ｌ 
(mm) 

Ｈ 
(mm) 

Ａａｂ 
(mm2) 

Ａｈｂ 
(mm2) 

ｎｂ 
Ｓｙ

(MPa) 
Ｓｕ

(MPa) 
Ｆ 

(MPa) 

フレーム耐震サポート SUS304 205 520 205 

部材 材質 
Ｄ 

(mm) 

Ａｃ 

(mm2) 
ｎｃ 

Ｌｃ 

(mm) 

Ｓｙ

(MPa) 

Ｓｕ

(MPa) 
Ｆ 

(MPa) 

フレーム耐震ピン SUS304 205 520 205 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：設計用震度Ⅱ（基準地震動Ｓｓ）を上回る設計震度 

＊

＊

＊
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部材 材質 
ｄｏｉ 

(mm) 

Ａｉ 

(mm2) 
ｎｉ 

ｉ 

(mm) 

ｌｋ 

(mm) 

Ｅ 

(MPa) 

Ｓｙ

(MPa) 

Ｓｕ

(MPa) 
Ｆ 

(MPa) 

アジャストボルト SUS304 194000 205 520 205 

部材 材質 
ｄｏｉ 

(mm) 

Ａｉ 

(mm2) 
ｎｉ 

Ｓｙ

(MPa) 
Ｓｕ

(MPa) 
Ｆ 

(MPa) 

尾軸取付ボルト SUS304 205 520 205 

(単位：N) 

荷重(N) 

水流（Ｘ）方向 鉛直（Ｙ）方向 水流直角（Ｚ）方向 

フレーム荷重（Ｆｗ）

付加荷重（Ｆａ，Ｆｖ，Ｆｈ） 

＊

＊
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2.3 計算数値 

2.3.1 地震荷重 (単位：N) 

部材 荷重 地震荷重 

フレーム取付ボルト

せん断 

(水流方向) 
5.313×105 

せん断 

(鉛直方向) 
2.701×105 

フレーム耐震サポート

せん断 

(水流方向) 
5.313×105 

せん断 

(水流直角方向) 
4.351×105 

フレーム耐震ピン

せん断 

(水流方向) 
5.313×105 

せん断 

(水流直角方向) 
4.351×105 

曲げ 

(水流方向) 
5.313×105 

曲げ 

(水流直角方向) 
4.351×105 

アジャストボルト
圧縮 

（鉛直） 
2.701×105 

尾軸取付ボルト 

せん断 

(水流方向) 
1.022×105 

せん断 
(鉛直方向) 

2.709×104 

2.3.2 水圧荷重 (単位：N) 

部材 荷重 

水圧荷重 

水流（Ｘ）方向 鉛直（Ｙ）方向 水流直角（Ｚ）方向 

尾軸取付ボルト フレーム水圧
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2.4 結論 

2.4.1 固有周期 (単位：s)

方向 固有周期 

水平方向 

鉛直方向 0.05 以下 

2.4.2 応力  (単位：MPa) 

部材 材料 応力 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

フレーム取付ボルト SUS304 せん断 ― ― τｂｋ＝39 ƒｓｂ＝118 

フレーム耐震
サポート

SUS304 せん断 ― ― τａｋ＝77 ƒｓｂ＝118 

フレーム耐震ピン SUS304 

せん断 ― ― τａｋ＝13 ƒｓｂ＝118 

曲げ ― ― σａｂ＝90 ƒｂｍ＝205 

組合せ ― ― σａｂｓ＝92 ƒｂｍ＝205 

アジャストボルト SUS304 圧縮 ― ― σｖｃ＝39 ƒｃｍ＝204 

尾軸取付ボルト SUS304 せん断 ― ― τｂｋ＝36 ƒｓｂ＝118 

すべて許容応力以下である。 
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2.5 その他の機器要目 

フレーム要素

要素数 

節点数 

フレーム材料物性

材質 
使用温度 

(℃) 

Ｅ 

（MPa） 
ν 

Ｓｙ

(MPa) 

Ｓｕ

(MPa) 

SS400 40℃以下 202000 0.30 245 400 

SUS304 40℃以下 194000 0.30 205 520 




